
【改元】　この５月から元号が「令和」に改められ、新たな時代が幕を開けました。経済産業省が行った「改
元に伴う企業等の情報システム改修等への対応状況に関するアンケート」（調査期間１月〜２月）の結果（発
表３月）によれば、回答時点で約60％の企業が情報システムの和暦使用部分の調査や確認が完了しており、
改元にともなうシステム改修（自組織のシステム改修やパッケージ製品のアップデートなど）が必要である
ことを特定している企業のうち約85％が改元日までに対応できると回答。一方、業務の遂行に支障がないこ
とから改元日以降に対応する予定とした企業も10％弱存在していました。改元日までに対応できない企業で
も多くが代替措置を実施予定などとしています。企業の情報システムも心機一転といったところでしょうか。
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出張や直行・直帰の移動時間と
労働災害の取り扱い
時間外労働の削減に向けた取り組み

TOPIC1

TOPIC2

サンプル



32

月、NHK のニュースでこ
んな報道がありました。長

時間、車を運転して取引先を回っ
ていた会社員が過労により死亡
したとして、遺族が労災保険を
申請しましたが、労災とは認め
られなかった、というものです。
　遺族や弁護士によれば、この
労働者（男性）は横浜市にあるク
レーン車販売会社の営業社員。
３年前に心臓疾患で死亡した当
時は26歳でした。会社の車を運転
して東北から東海まで12 県の取
引先を回っており、ほぼ毎日会

社に寄らず取引先に向かい、日
によっては10時間以上運転して
いたそうです。
　遺族が、長時間労働による過
労死だとして労働基準監督署に
労災を申請しましたが、「車の運
転は労働時間に当たらない」と
され、労災とは認められません
でした。
　遺族側は「働き方改革の一方
で、会社の外での労働時間が切
り捨てられている」と批判して
います。これに対して、厚生労
働省は「車の運転を労働時間と

するかは個別の事例ごとに判断
している」としています。
　そこで今回は、出張やそれに
ともなう移動時間、直行・直帰
にかかわる労働時間および労災
保険の取り扱いについて、現行
法上どのようになるのかを見て
みましょう。

 「労働時間」とは、使用者の指揮
命令下にあり、労働から完全に
解放されている休憩時間を除い
た時間をいいます。したがって、
使用者の指揮命令下にあり、自
由利用が保障された時間でない
限りは「労働時間」となります。
　よく問題となるのが出張先へ
の移動時間です。これについて
は休日の出張移動に関するもの
ですが、「出張中の休日はその日
に旅行する等の場合であっても、
旅行中における物品の監視等別
段の指示がある場合の外は休日
労働として取り扱わなくても差
し支えない」としており、出張
前後の移動時間は、「業務性」を
欠き、通常は自由が保障されて
いるので労働時間には該当しな
いとしています（昭23.3.17基発
461、昭33.2.13基発90）。
　したがって、出張にともない

電車や旅客機などの公共交通機
関を利用して移動する場合、こ
れらに乗車・搭乗中の時間につ
いては、使用者から物品の監視
など、別段の指示命令がない限
り、原則として労働時間として
取り扱わなくても、違法になら
ないことになります。
　社有車を運転しての出張で
あっても、たとえばそれが「得
意先へ製品納入のため物品を積
み込んでの運搬」であれば、製
品の運搬と監視を目的とする出
張であるため、使用者の指揮監
督の下にある時間となり、労働
時間と見るべきです。しかし、
単に移動のための交通手段とし
て社有車などを使用する場合は、
たとえ運転による心身の疲労が
あるとしても、そのことだけを
もって労働時間とはなりません。
自ら運転したとしても、その時
間については、労働者の自由な
利用が可能であり、使用者の指
揮監督下にないと実質的に認め
られるものであるならば、「労働
時間ではない」と解するべきで
しょう。
　出張にともなう移動時間が労
働時間となるか否かは、事案の
実情に応じて、両者の境はあい
まいな部分もあるため、実態に
即して具体的な諸事情を総合的
に考慮して、実質的な判断をす
る必要があります。判例におい
ても「出張の際の往復に要する
時間は、労働者が日常の出勤に
費す時間と同一性質であると考
えられるから、右所要時間は労
働時間に算入されず、したがっ
てまた時間外労働の問題は起り
得ないと解するのが相当である」

（日本工業検査事件：横浜地裁川

崎支部　昭46.1.26決定）など、多
くの判例が出張の際の往復に要
する時間について、労働時間に
当たらないと判断しています。

　次に、出張中に労働災害に遭っ
た場合、まず「業務上」と認め
られるかどうかが問題となりま
す。前述の通り、労働基準法上、
出張にともなう移動時間は労働
時間とみなされないことが多い
のですが、労災の場合には、自
宅を出てから自宅に帰るまでが
出張と認められます。順路の一
部が通常の通勤経路と重複して
いたとしても、出張日程、目的
地などから負傷時刻、負傷場所
などが妥当であれば、自宅を出
てから自宅に戻るまで、移動時
間や宿泊中も含めた全行程が業
務の遂行と認められます。
　労災保険の保護の対象となる
業務上災害とは、災害の原因と
なった行為に「業務起因性」の
ほか「業務遂行性」があること
が要件となります。通常、出張
とは事業主の包括的または個別
的な命令によって特定の用務を
果たすために、通常の勤務地を
離れて用務地へ赴いてから、用
務を果たして戻るまでの一連の
過程をいいます。そのため、出
張の過程全般を業務行為と捉え、
業務遂行性がともなうものとさ
れるので、移動、食事、宿泊な
どの間も、何か災害が起きると
労災になります。 
　しかし、出張中の積極的な私
用・私的行為・恣意的行為をし
ている間は、業務遂行性が失わ
れているとして労災とは認めら
れません。

　直行・直帰とは、いったん会
社に出勤し、そこから使用者の
業務命令により作業現場や得意
先などの目的地に移動すべきと
ころを、会社を経由することに
よる無駄な時間を省くため、直
接自宅から目的地に移動し、ま
た、目的地から直接自宅に移動
することをいいます。
　実際の労務提供は目的地で開
始されるものであり、目的地ま
での移動は準備行為とみなされ
ます。労働者は移動時間中の過
ごし方を自由に決めることがで
きることから、使用者の指揮命
令がまったく及んでいない状態
にあるため、労働時間には当た
らないという考え方です。 
　直行・直帰では、始業時刻は
営業先や業務を行う現場への到
着時刻、終業時刻は営業先や業
務を行った現場を出発した時刻
で判断することとなり、現場な
どに到着した時刻から現場など
を出発した時刻までを労働時間

（休憩時間を除く）とみなします。
　したがって、直行のときは訪
問先に到着するまでの時間、直
帰のときは訪問先で業務が終了
した後の帰路の時間は、通勤時
間であり、労働時間に該当しま
せん。その途中で起きた災害は
通勤災害となります。
　ただし、前述の出張と同様に
物品の運搬や監視など、会社の
指揮命令下に置かれていると判
断できるような場合は、直行・
直帰にともなう移動時間につい
ても、労働時間となりますので、
その途中で起きた災害は業務上
災害となります。

出張中の移動時間

直行・直帰の移動時間

出張中の労働災害

今 月 の 恒 例 行 事　・ 出 来 事 カ レ ン ダ ー
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5/1~

新天皇の即位にともない、元号が「令和」に改元されました。

環境省が毎年恒例で推進する取り組み「クールビズ」。冷房時の室温
28℃で過ごすことを推奨しています。期間は９月30日まで。
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従業員が出張や直行・直帰の移動時に事故など何らかの災害が起きた場合、
労働災害（以下、労災）としての取り扱いはどのようになるのでしょうか。

出張や直行・直帰の移動時間と
労働災害の取り扱い

移動時間に労働災害が起きたら労災保険はどうなる？法律
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世界禁煙デー
5/31

世界保健機関（WHO）が制定。国内ではこの日から１週間が「禁煙週間」
となっています。東京都では今年から受動喫煙防止条例がスタート。段
階的に施行し、来年４月から全面施行されます。
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　厚生労働省は３月、平成29年度の特定健康診査・特
定保健指導の実施状況について発表しました。特定健
康診査の受診者数は約2858万人（実施率53.1％）。その
うち、特定保健指導の対象者は約492万人（受診者数全
体の17.2％）で、終了者数は約96万人（実施率19.5％）
でした。同省では、施行（平成20年）からの10年で実施
率は向上しているものの目標の特定健康診査 70％、特
定保健指導45％とは依然かい離があり、実施率向上に
向けたさらなる取り組みが必要としています。

 　帝国データバンクでは２月、「人手不足に対する企
業の動向調査」（１月調査）の結果を発表しました。正
社員が不足している企業は53.0％（昨年１月比1.9ポイ
ント増）。業種別に見ると、「放送」（76.9％）がもっと
も高く、次いで「情報サービス」（74.8％）、「運輸・倉庫」

（71.9％）などとなっています。また非正社員が不足し
ている企業は34.4％（同0.3ポイント増）。業種別では「飲
食店」が84.1％（同9.8ポイント増）と高水準となってい
ます。

　共同通信の報道によると、国際労働機関（ILO）が３月
８日の国際女性デーに合わせて発表した、2018年の世
界で管理職に占める女性の割合は27.1％。先進７ヵ国
で見ると、アメリカが39.7％ともっとも高く、次いで
イギリス35.9％、カナダ35.3％、フランス32.1％、ド
イツ29.2%、イタリア26.9％。日本は12.0％で最下位
で、これはアラブ諸国（11.1％）と同水準。日本は1991
年（8.4％）からの27年間で、3.6％の上昇に留まってい
ます。

　厚生労働省は５月から９月まで、職場での熱中症予
防対策の周知・啓蒙を図る「STOP! 熱中症 クールワー
クキャンペーン」を実施。熱中症による死傷者数が多
かった昨夏、死亡災害が発生した事業場では、WBGT値

（暑さ指数）計を準備していないために作業環境の把握
や作業計画の変更ができなかったり、熱中症になった
労働者の発見・搬送が遅れたケースが見られ、同省では、
WBGT基準値に応じた休憩時間の目安や、緊急時の早
めの搬送について重点的に知らせるとしています。

　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構は２月、
「65歳超雇用推進事例集（2019）」を作成し、同機構ホー
ムページで公開しています。新たに収集した 23事例を
掲載し、定年や継続雇用の上限年齢の引き上げを行っ
た背景や制度の詳しい内容、高齢社員の賃金や評価に
ついて紹介しています。同機構ではあわせて、制度の
見直し手順や業界別アドバイスなどを紹介した「65歳
超雇用推進マニュアル」も作成しています。高齢者雇
用の参考にしてみては。

　産労総合研究所が３月に発表した 2019 年度の新入社
員のタイプは「呼びかけ次第の AI スピーカータイプ」。
同研究所では、売り手市場を注目の AI スピーカーにな
ぞらえ、平成最後の新入社員について、多機能だが機能
を発揮させるためには細かな設定（丁寧な育成）や別の
補助装置（環境整備）が必要と分析。最初の呼びかけは
気恥ずかしいが、それなしには何も始まらないとしてい
ます。また、彼らの多くが AI（人工知能）にはできない
仕事にチャレンジしたいと考えていると見ています。

『STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」
職場での熱中症予防対策を呼びかけ

特定健康診査・特定保健指導の実施状況
施行から10年で特定検診実施率は５割

人手不足に対する企業の動向調査
８割以上の飲食店で非正社員が不足

管理職に占める女性の割合
日本の女性管理職は12％でG7最下位

65歳超雇用推進事例集
高齢者雇用の実例やマニュアルを公開

今年の新入社員のタイプ
「呼びかけ次第のAIスピーカータイプ」
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ROUMU NewsBOX

●残業事前申請制度の導入
　A 社では、従業員が残業を行
う場合、従業員が「時間外労働
申請書」を管理職に提出するこ
とにしました。
　管理職は、申請書に基づいて
残業で行う業務内容を確認し、
残業をしてでも実施する必要が
あるかどうかを判断して、不要
と判断すれば、翌日に回すよう
に指導します。
　この制度によって、どの部門
で、どのような理由により、ど
の程度の残業が発生しているか
といった、残業の実態を管理部門
が的確に把握できるようになり、
時間外労働削減のために、どこ
から手をつけるべきか、優先順
位付けができるようになりまし
た。
　その結果、労働時間管理の徹
底、部署内のコミュニケーショ
ンの改善などが図れ、時間外労
働を削減することができました。
●工場長のトップダウンで推進
　また、 「５S（整理・整頓・清掃・
清潔・しつけ）」の取り組みを行
い、作業場などの環境を改善し、
業務を無理なく、無駄なくでき
るようにしました。
　1ヵ月に1回、課、工程ごとの「５
S」の実施パトロールを行ったこ

とにより、従業員の意識が変化。
さまざまな無駄を排除し、筋肉
質の組織となることで、時間管
理の徹底や、時間外労働の適正
が図られ、効果的な働き方の実
現につながりました。その結果、
過去には1ヵ月あたり30時間以上
あった残業時間が半分以下にな
りました。

●時間外労働について労使で協議
　B 社では、毎月労使で協議を実
施して、時間外労働の実態や課
題について話し合いを行い、労
働時間の削減に取り組んでいま
す。
　たとえば、毎週水曜日をノー
残業デーにしています。やむを
得ず残業をしなければならない
場合には、上司にノー残業デー
の「振替申請」を行い、ほかの
日に定時で帰るようにしており、
形だけで終わらない工夫をして
います。
●計画的な従業員教育で能力向上
　さらに、ISO9001の認証取得を
契機に、従業員の能力向上によ
る時間外労働の削減も目的の一
つとし、各部署で「業務力量表」
を作成しています。
　「業務力量表」をもとに、管理
職と当人が相談して「教育訓練
計画実施表」を半期ごとに作成。

今後の教育計画（いつ、どの項
目を教育するかという計画）を
立案しています。教育後には、能
力向上の確認を行い、新たなス
テップに行くのか、再度教育を
行うのかなどを判断しています。
　従業員の能力を的確に把握し、
効率よく教育ができるようにす
ることで、時間を無駄に浪費す
ることなく能力向上を図れるよ
うになりました。
　ノー残業デーの取り組みを
きっかけとして「早く帰る」「仕
事を早く終わらせる」という意
識が浸透し、結果として、業務
を効率よく進められるようにな
り、時間外労働が削減されると
ともに、ワーク・ライフ・バラ
ンスも向上して、従業員のモチ
ベーション向上にもつながって
います。教育についても、計画
的に行うことにより、従業員ご
とに能力の現状とその向上の程
度が目に見えてわかるようにな
りました。効率よく教育が行え
るため、教育する側、教育を受
ける側双方でのロスがなくなっ
たと考えています。
　　　　　　　●
　これらの事例を参考に、自社
の働き方改革の一つとして、ど
のような方法で時間外労働削減
ができるかを検討してはいかが
でしょうか。

A社（食品製造業）の場合

B社（印刷業）の場合

大企業では今年４月から、中小企業でも来年４月から時間外労働の上限規制が適用されます。
厚生労働省の事例集※より、企業の取り組み事例の一部を紹介します。

時間外労働の削減に向けた取り組み
事例に見る働き方改革課題

TOPIC
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※「時間外労働削減の好事例集」。厚生労働省のホームページより参照、ダウンロードできます。
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働き方改革 A&

2019年4 月（中小企業は 2020 年 4 月）
から時間外及び休日労働に関する労使協
定（以下、36協定）の締結・届出を要

件として、時間外労働の上限は原則として「月
45時間、年360時間」となりました。ただし、
臨時的な特別な事情がある場合には労使合意で
特別条項付き36協定を締結することで、この原
則を超えて労働させることができます。しかし、
その場合でも「①年720時間以内（休日労働を
含まず）、② 1ヵ月100時間未満（休日労働含む）、
③ 2ヵ月～6ヵ月各平均ですべて1ヵ月あたり80
時間以内（休日労働を含む）、④原則の月45時
間を超えることができるのは年6ヵ月を限度」と
なります。これを超えて労働させると労働基準
法違反となり罰則（6ヵ月以下の懲役または30
万円以下の罰金）が科せられます。
　なお、①および④の規制には休日労働は含み
ませんが、②および③には休日労働が含まれて
いることに注意しなければなりません。
　労働基準法では、時間外労働と休日労働は別
の労働として取り扱っています。時間外労働は、
法定労働時間（1日8時間、1週40時間）を超え
て労働した時間をいい、休日労働とは「1 週1
日または4週4日」のいわゆる法定休日に労働し
た時間をいいます。

　前述のとおり、時間外労働の上限①および④
については、休日労働の制限がないことから、
その結果、たとえば月の時間外労働が44時間と
上限の45時間以内に収まっていて、休日労働が
56時間となれば、その月は100時間となります。
②および③の規制がなければ、年間720時間以
内に収まっていれば違法となりません。　
　しかし、長時間労働にともなう過労死などに
関する労災認定基準との関係があります。厚生
労働省の「脳・心臓疾患に係る労災認定基準」
においては、「発病前1ヵ月間におおむね 100時
間（休日労働を含む）時間外労働」または「発症
2 ヵ月間ないし 6 ヵ月間にわたっておおむね月
80時間超え（休日労働含む）の時間外労働」（発症
前から 2ヵ月、3ヵ月、4ヵ月、5ヵ月、6ヵ月を遡っ
て月平均をそれぞれとり、いずれか１期間でも 
80 時間を超える場合）が認められれば、業務と
発病の関連性は強いと評価できるとしています。
いわゆる「過労死ライン」といわれるものです。
　今回の上限規制は、この基準の下に②および
③が新たに設けられたものです。したがって特
別条項付きの協定の有無にかかわらず、前述の
ように月の時間外労働が45時間以内に収まって
いても、休日労働を含めて100時間以上になれ
ば違法となります。

残業時間の上限規制と休日労働

時間外労働および休日労働を合計して
月100時間、および2ヵ月～6ヵ月のいずれの平均でも

80時間以内とする労働時間管理が必要です。

来年からの中小企業の時間外労働の上限規制に備えて、当社でも従業員の残業時間を削

減するための準備を始めています。今回の法改正による上限規制では、休日労働を含ま

ない時間外労働のみの規制と、休日労働を含む規制がありますが、これはどのようなこ

となのでしょうか。

今月の相談

今 月 の ポ イ ン ト

COLUMN

A
　同調査の結果によれば、繁忙期
が発生している中小企業（以下、
企業）は全体で71.1％、短納期受
注が発生している企業は全体で
60.0％となっています。これを業
種別で見ると、繁忙期では、「建
設業」（93.4％）が、短納期受注で

ています。
　また、取り引き上の課題とし
て、即時対応など「問題のある
受発注方式の常態化」や、官公庁・
自治体などの発注による「年末・
年度末集中」があります。
　そして、繁忙期によって従業
員の平均残業時間が増加すると
答えた企業の割合は、全体で
81.2％。業種別では、「トラック
運送業・倉庫業」（98.0％）、「鉄
鋼業」（95.5％）、「技術サービス産
業」（92.1％）などとなっています。
●短納期受注
　一方、短納期受注について
は、その発生理由として「取引先
からの要望」（80.9％）がもっとも
高く、以下、「季節的な要因のた
め」（26.1％）、「自社の強みとし
て短納期を実施しているため」

（17.9％）などです。
　課題としては、工程の遅れを
下請けが取り戻すといった「納
期のしわ寄せ」や、多頻度配送
や在庫負担、即時納入といった

「受発注方式」にあるとしていま
す。
　そして、短納期受注によって
従業員の平均残業時間が増える
と答えた企業は全体で 67.6％。業
種別では「トラック運送業・倉
庫業」（93.3％）、「建設業」（90.0％）、

「機械製造業」（90.0％）などで高く
なっています。

下請け構造や業界が
抱える課題が残業増に

中小企業庁が３月に発表した「長時間労働に繋がる商慣行に関するWEB調査」の
結果をもとに、繁忙期や短納期受注への対応や残業時間について取り上げます。

中小企業の繁忙期と短納期受注の実態
長時間労働の改善に納期のしわ寄せや受発注方式が課題調査

は、「印刷産業」（88.7％）がもっと
も高くなっています（下表参照）。
　以下、繁忙期と短納期受注に
ついて、それぞれ詳しく見てい
きましょう。
●繁忙期
　繁忙期が発生する理由とし
ては、「季節的な要因のため」

（50.5％）、「取引先の繁忙期に対
応するため」（43.2％）などとなっ

【表】繁忙期と短納期受注の発生割合

ここはどうなる？

業種 繁忙期が
発生している

短納期受注が
発生している

全体平均

建設業

食料品製造業

繊維産業

紙・紙加工品産業

印刷産業

石油・化学産業

鉄鋼業

素形材産業

機械製造業

半導体・半導体製造装置産業

電気・情報通信機器産業

自動車産業

その他製造業

情報サービス産業

トラック運送業・倉庫業

広告業

技術サービス産業

その他サービス業

卸売業

小売業

その他

建設業

製造業

サービス業

卸売業

小売業

その他

71.1％

93.4％

89.0%

73.6％

82.9％

87.5%

52.0%

48.9%

50.0%

65.0%

63.6%

70.9%

62.5%

68.9%

57.1%

87.6%

75.0%

71.7%

72.6%

68.7%

78.5%

63.6%

60.0％

71.2％

54.5%

64.2％

88.2％

88.7%

60.4%

71.7%

70.8%

66.4%

85.7%

81.0%

56.8%

74.0%

51.3%

52.3%

61.9%

43.1%

28.8%

62.2%

36.4%

45.3%

2019.5 May

※全体平均よりも発生割合が高い業種は数字を赤色で表示しています

サンプル
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　日本人は有給休暇や長期休暇の取得率が世界的に見て低いと
いう話を前号で書きました。その少ない休みの日でも、日本人
は時間管理の意識を強くもちながら過ごしているようです。
　時計メーカーのセイコーが行ったアンケート調査「セイコー
時間白書 2018」の結果によれば、時間を確認する頻度として、
１時間に１回以上の人はオンタイム（仕事や家事などの時間）
で62.3％、オフタイム（プライベートな時間）でも 43.3％と、つ
ねに時間に追われている（？）ような結果でした。自らの休日を
振り返ってみて、心当たりがある人も多いのではないでしょう
か。
　また同調査からは、オンタイムよりもオフタイムに価値をお
く傾向が顕著に見られます。回答者に自身の１時間の価値を値
付けしてもらったところ、オンタイムは平均3882円、オフタイ
ムは平均7226円と実に２倍近くの差がありました。１週間のな
かで一番大切にしている時間帯については、「金曜 22 時」が１位。
次いで「土曜 22 時」「月曜７時」となっています。
　休みの日については、「時間を気にせずのんびり過ごしたい」

（71.8％）という声がある一方で、「休みの日に何も予定がないと、
時間を無駄にしたと思ってしまう」という回答が 31.8％、「休み
の日にゆっくり過ごしていると、時間を無駄にしたと思ってし
まう」という回答が 30.8％と、３人に１人がゆっくり休むのは
時間の無駄だと考えていることもわかります。これは、「何をす
るか決めない休み方」に８割以上の人が共感しながらも、実践
率が５割ほどという結果にも表れているのかもしれません。

　今後、働き方改革が進めば、休日や勤務
外の時間が増えることが想定されます。増
えたプライベートな時間をいかに過ごすか
は人それぞれ。「時は金なり」と諺にもあ
るように、時間は貴重なものですが、休日
にのんびり過ごすことで仕事に向けてリフ
レッシュできるのであれば、それもまた有
効な時間の使い方といえるでしょう。

ニ ッ ポ ン の

2019年（令和元年）５月号

オフタイム１時間の価値は約7200円

休み方
Nippon no Yasumikata
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